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研究成果の概要：本研究では、エコタウン地域における環境コミュニティビジネスの現状と課

題、およびその育成策について検討した。エコタウンに立地する企業とＮＰＯの連携について

事例分析を行い、その活動が①原料の安定的な獲得、②市民の環境意識の啓発、③新たな市場

や顧客価値の創造をねらいとしたものであることを明らかにした。また、国と自治体のコミュ

ニティビジネス振興策について分析し、事業の継続性への支援、産業振興と市民活動振興の連

携拡充などが必要であることを指摘した。 
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2007年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

2008年度 900,000 270,000 1,170,000 
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１．研究開始当初の背景 
（１）環境ビジネスに対する期待 
1990年代の後半以降、わが国においては環

境産業（とりわけリサイクル産業）の著しい
発展が見られた。その最大の要因は、容器包
装リサイクル法（1995 年）をはじめとして
様々な関連法が整備されたことにある。同時
に、地域における環境産業の育成を目的とし
てエコタウン事業が創設され（1997 年）、こ
れまでに全国 26 地域で展開されてきたこと
もリサイクル産業の成長に大きく寄与して
いる。経済が成熟化し、また環境問題への関

心が高まるなかで、今後も環境ビジネスの成
長への期待は高まっている。 
 
（２）リサイクルビジネスとエコタウン事業
の課題 
今日リサイクルビジネスはいくつかの課
題を抱えている。 
①法律の整備が一巡したことによって、こ
れまでのような新たなリサイクルビジネス
分野の創出や急成長が期待できない状況に
ある。これは、環境産業の振興を図ってきた
エコタウン事業が 2006 年を最後に追加承認
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されていないことにも現れている。 
②再生資源（廃棄物）の海外流出が増加し、

国内のリサイクル企業が原料不足に直面し
ている。そのため、エコタウン立地企業にお
いても操業停止する企業が出現している。 
③多くのエコタウン地域で、素材産業たる

リサイクルビジネスと地域内における資源
循環性や市民の環境意識の向上が結びつい
ていない。環境ビジネス振興と環境負荷の小
さな地域づくりという目標が乖離している
傾向にあり、「エコタウン地域＝環境にやさ
しい地域」という図式は必ずしも成立してい
ない。 
 

（３）新たな展開方向の提示の必要性 
上記のような状況にあって、エコタウン事

業やリサイクルビジネスの新たな展開を模
索する必要が生じている。単に市場原理に基
づき、廃棄物を収集し再生するというビジネ
スモデルではなく、地域内でのネットワーク
を強化し、さまざまな主体との共同を進めて
いくことが求められている。 
 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究ではエコタウン地域における環境

コミュニティビジネスの創出に焦点を当て
る。エコタウン事業の多くはかつての重化学
工業地域で展開されている。当該地域におい
ては、経済領域においても生活領域において
もトップダウン的なパターンが定着してい
る。大規模素材企業を頂点とした強い縦系列
の取引構造や行政によるパターナリズム的
な市民社会の包摂が見られるのである。こう
した特徴が、経済面においては柔軟な企業間
取引や中小企業における新たなマーケット
の探索といった行動を阻み、生活面において
は市民の自主的積極的活動を萎えさせてい
る。こうした状況において、環境コミュニテ
ィビジネスを育成することは、エコタウンの
地域の抱える２つの課題、すなわち新たなビ
ジネスの創出と市民活動の活性化の双方に
おいて大きな意義を持つと思われる。 
 
 
 
 
３．研究の方法 
（１）コミュニティビジネスに関する既存研
究のサーヴェイ 
コミュニティビジネスとは、地域的課題の

解決をめざしてビジネス的手法で営まれる
活動を意味する。コミュニティビジネスと類
似する概念には、ソーシャルビジネス、ソー
シャルアントレプレナーなど多くのものが

あるが、それぞれの分析対象の切り取り方や
概念が重複する一方で、差異も見られる。ま
た、コミュニティビジネスの既存研究におい
ては、多くの事例調査の蓄積が見られるもの
の、抽象化・一般化が不十分であり、理論的
な枠組みが十分に構築されているとは言い
難い状況にある。そこで既存研究のサーヴェ
イを行い、環境領域にとどまらない幅広いコ
ミュニティビジネスの活動事例や分析視角
について検討を行う。分析フレームワークを
固めるために、関連する領域や概念（例えば
ソーシャルキャピタルに関する研究やＮＰ
Ｏ活動の事例）についても検討を行い、理論
的および実践的系譜について整理する。 
 
（２）エコタウン地域における環境コミュニ
ティビジネスの事例分析 
北九州をはじめとするエコタウン地域に
おける環境コミュニティビジネスの事例分
析を行う。すでに自立したコミュニティビジ
ネスについて調査するだけではなく、エコタ
ウン立地企業とＮＰＯなどの市民活動との
連携の実態についても、事例を収集し分析を
行う。環境コミュニティビジネスに関しては
統計資料がほとんど存在しないため、ヒアリ
ング調査が主となる。事例収集については、
活動主体のみならず、可能な限りそれに関連
するステークホルダー（顧客、取引先、行政、
住民など）なども対象とし、聞き取り調査を
中心に行う。 
 
（３）コミュニティビジネス支援制度に関す
る調査 
 コミュニティビジネスをめぐっては、国お
よび自治体による活動支援が盛んになって
きている。またＮＰＯなどの中間支援組織に
よる相談会の実施や情報提供などの活動も
開始されている。そうした支援制度について
整理を行うとともに、利用形態・利用状況・
課題などについて検討を行う。環境コミュニ
ティビジネスに特化した支援制度は一部を
除けば存在しないため、政策動向については
幅広くコミュニティビジネスやソーシャル
ビジネスに関するものを対象とする。とりわ
け、北九州をはじめとするエコタウン地域で
自治体が展開している施策について、そのね
らいや政策パッケージについて分析を行う
ものとする。 
 
 
 
 
４．研究成果 
（１）研究の主な成果 
①先行研究の再検討と環境コミュニティビ
ジネスの役割についての概念整理 
コミュニティビジネスやソーシャルビジ



 

 

ネスについての先行研究のサーヴェイを行
い、分析の理論的枠組みおよび実証研究を整
理した。その結果、日本におけるコミュニテ
ィビジネスの創出形態としては、市民活動に
おけるビジネス手法の取り入れと企業にお
ける社会的責任の追求という２つの道筋が
あることが明らかになった。 
次いで環境問題とコミュニティビジネス

の関連について概念的な検討を行った。ここ
では財政学の分野や環境問題研究の分野で
指摘されてきた「分断型社会」の概念を援用
することを試みた。拡大生産者責任という概
念を用いて市場メカニズムのもとでリサイ
クルビジネスを育てようという試みは、生産
から廃棄までの過程や主体が分断されてい
る大量廃棄社会のあり方や、経済システム・
政治システム・社会システムの３領域が分断
されている現代の社会構成から生じる齟齬
を解決するひとつの方策として期待されて
きた。しかし、リサイクルビジネスやエコタ
ウン事業は、市場システムだけではうまく機
能しないことを指摘し、その課題を抽出する
とともに、コミュニティビジネスがその補完
的役割を果たすことを指摘した。 
 
②環境コミュニティビジネスの先進事例に
関する調査 
経済産業省の助成対象となっている環境

コミュニティビジネスについて、その内容を
整理するとともに、いくつかの事業について
ヒアリング調査を行った。また、エコタウン
と連携しているＮＰＯについてフィールド
調査を行い、その成功要因と課題について分
析した。 
さらに、北九州エコタウンに立地している

複数の企業についてＮＰＯや地域団体との
協同の動きが見られることに注目し、３つの
事例を取り上げ、そのねらいや活動内容につ
いてヒアリングを中心とした調査を行った。
取り上げたのは、空き缶リサイクル企業によ
るＮＰＯの設立と地域団体（市民センターや
まちづくり協議会など）との連携事例、食品
廃棄物のエタノール化における企業とＮＰ
Ｏの連携事例、バイオマスプラスチックの開
発・事業化における研究機関によるＮＰＯ設
立の事例、である。これらの分析を通じて、
企業と市民活動領域の連携の可能性と課題
について検討した。その結果、こうした環境
企業とＮＰＯとの連携は、原料の安定的な獲
得、市民の環境意識の啓発、新たな市場や顧
客価値の創造という３つのねらいのもとで
展開されていることを明らかにした。一方で、
こうした活動においては、資金、人材、マネ
ジメント能力の不足が課題となっているこ
とも明らかになった。 
 
③コミュニティビジネスの育成策に関する

分析 
コミュニティビジネスや市民活動を促進

するための政策的取り組みについて調査、分
析を行った。文献サーヴェイを行うとともに、
国や自治体（とりわけエコタウンを展開して
いる北九州市）において、社会的ビジネス育
成策の変遷をとりまとめた。ここで明らかに
したのは、２点である。第１に、コミュニテ
ィビジネスやソーシャルビジネスに関する
分析が、リーダーの能力などを重視する「起
業家アプローチ」から、組織のあり方や外部
環境を重視する方向へとシフトしつつある
ことである。経営学の蓄積などを活用したコ
ミュニティビジネスの経営論の構築が重要
になりつつある。第２に、こうした動向にと
もなって、近年の育成政策が起業セミナーな
ど直接的に主体育成を行うものから環境整
備を含めた総合的施策へとシフトしている。
先に述べた資金、人材、マネジメント能力の
不足に個別に対応するのではなく、複合的な
視点からの政策パッケージが形成されよう
としている点は評価できる。 
しかしその一方で、現在の政策手法にはい

くつかの課題が存在している。まず、国の施
策の多くは中小企業振興や地域団体支援な
ど従来の施策が援用されていることが多く、
体系的な社会的ビジネス支援策が形成され
ていない点が指摘される。コミュニティビジ
ネス支援はこれまで主に自治体に任されて
きたこともあり、国と地方で政策的重複を避
けようという意図が働いている点や、コミュ
ニティビジネスの波及効果が狭い域内に留
まりがちな点などから、国の支援策はこれま
で十分ではなかった。しかしながら、官民の
役割分担の見直しや地方分権の流れのなか
で、コミュニティビジネスやソーシャルビジ
ネスの役割は重要性を増しており、包括的な
支援策が必要になりつつあることを指摘し
た。 
自治体の施策については、北九州市の分析

を通して以下の課題を明らかにした。第１に、
振興策に対する知名度と理解が高まってい
ない点が挙げられる。単に施策自体態が認識
されていないというだけではなく、助成の趣
旨や目的が理解されていないことは、大きな
問題である。第２に、イベント的事業に多く
の資源が配分されている点が挙げられる。組
織と事業の継続性を重視し、それを実現する
ことに施策の重点をおくことが必要である。
第３に、市民生活を担当する部局と産業振興
部局の連携が不十分であることを明らかに
した。まちづくりやＮＰＯ事業の活性化に関
する施策の展開のなかでコミュニティビジ
ネス振興が盛り込まれてきた経緯もあり、振
興策は市民生活担当部局によって担われて
きた。しかし、社会的ビジネスが直面してい
る課題は、組織内部のマネジメントからマー



 

 

ケティングまで企業経営に関する問題と共
通しており、これまでの産業政策との連携が
不可欠であることを指摘した。第4に、これ
に関連して、コミュニティビジネス振興の明
確な戦略領域が設定されていないことも課
題として指摘される。各自治体は産業振興に
おいてターゲットを絞り込む戦略をとって
いるが、コミュニティビジネスについてはそ
うした動きは見られない。エコタウン地域に
おいては、コミュニティビジネス振興策にお
いて環境活動を戦略領域として設定するこ
とによって、既存施策との相乗効果を生み出
すことが重要である。 
 
（２）今後の展望 
本研究においては、主にエコタウン地域に

おける環境コミュニティビジネスの実態や
コミュニティビジネスの振興策について検
討した。ここでの焦点は、エコタウン立地企
業とリサイクルに関する市民活動の連携で
あった。しかし、広く環境分野における市民
活動やコミュニティビジネスは、必ずしもエ
コタウン地域で活発に行われているわけで
はない。そうした活動は、工業地帯よりも、
大都市部の方で多様に、活発に行われている
傾向にある。したがって今後の研究の課題と
しては、大都市圏におけるリサイクル以外の
幅広い環境コミュニティビジネスの分析を
行う必要がある。同時に、それらとエコタウ
ンの連携策についても検討したい。 
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